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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第48期

中間連結会計期間
第49期

中間連結会計期間
第48期

会計期間
自2023年４月１日
至2023年９月30日

自2024年４月１日
至2024年９月30日

自2023年４月１日
至2024年３月31日

売上高 （百万円） 8,668 8,816 17,357

経常利益 （百万円） 705 811 1,730

親会社株主に帰属する中間（当

期）純利益
（百万円） 482 554 1,184

中間包括利益又は包括利益 （百万円） 494 545 1,223

純資産額 （百万円） 10,589 11,266 10,935

総資産額 （百万円） 13,221 13,768 13,590

１株当たり中間（当期）純利益 （円） 41.37 47.86 101.89

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 80.1 81.8 80.5

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 482 197 1,389

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 6 2 23

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △256 △255 △640

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（百万円） 7,555 8,040 8,096

（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 財政状態及び経営成績の状況

①経営成績の状況

　当中間連結会計期間（2024年４月１日～2024年９月30日）におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善が進

む中、個人消費や設備投資に持ち直しの動きがみられ、景気は緩やかに回復いたしました。一方で地政学的リス

クが長期化する中、物価の高止まりや急激な為替相場の変動、また、海外景気の下振れリスクなど、先行きは依

然として不透明な状況が続いております。

　情報サービス産業におきましては、日本銀行の全国企業短期経済観測調査（短観　2024年9月）によります

と、ソフトウェア投資額の2024年度計画は高水準を維持しており、デジタルトランスフォーメーション(DX)※の

実現に向けた企業や政府・自治体による旺盛なIT投資が継続しております。

　このような経営環境の下、当社グループは中期経営計画『NEXT Ｃ４』の基本戦略である、コアビジネスの拡大

及びDX案件の積極的受注に向けて、クラウド化やセキュリティ強化など、既存システムの更新・刷新案件の獲得

及びビジネス領域を拡大した新規プロジェクトの立ち上げに注力いたしました。

　その結果、連結売上高は8,816百万円（対前年中間期増減率1.7％増）、営業利益は804百万円（同14.3％

増）、経常利益は811百万円（同14.9％増）、親会社株主に帰属する中間純利益は554百万円（同15.0％増）とな

りました。

　サービス分野別の売上高については、システムの企画／設計・開発フェーズで提供するシステム・ソリュー

ションサービスは、銀行及びクレジットのDX関連の案件が拡大したことなどにより、3,232百万円（対前年中間

期増減率10.5％増）となりました。また、システムの稼働後に提供するシステム・メンテナンスサービスは、証

券及び流通向けで一部案件が収束したことなどにより、5,584百万円（同2.7％減）となりました。

 
（※）デジタルトランスフォーメーション(DX)：企業がIoT、AI、ビッグデータ等の先端デジタル技術を活用して、新たな製品・サー

ビス、ビジネスモデルを創出すること。

 

②財政状態の状況

（資産）

　当中間連結会計期間末における資産合計は13,768百万円となり、前連結会計年度末（13,590百万円）と比較し

て177百万円増加しました。主な要因は、契約資産が92百万円、仕掛品が56百万円それぞれ増加するなど流動資

産合計が184百万円増加したことであります。

 

（負債）

　当中間連結会計期間末における負債合計は2,501百万円となり、前連結会計年度末（2,655百万円）と比較して

154百万円減少しました。主な要因は、流動負債その他が173百万円減少するなど流動負債合計が152百万円減少

したことであります。

 

（純資産）

　当中間連結会計期間末における純資産合計は11,266百万円となり、前連結会計年度末（10,935百万円）と比較

して331百万円増加しました。主な要因は、親会社株主に帰属する中間純利益554百万円を計上した一方、剰余金

の配当254百万円の支払により利益剰余金が300百万円増加したことであります。
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(2) キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、8,040百万円と

前中間連結会計期間末（7,555百万円）より485百万円の増加となりました。

　当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によるキャッシュ・フローは、197百万円（前中間連結会計期間482百万円）となりました。これは、

税金等調整前中間純利益811百万円などによる資金増加から、法人税等の支払額△301百万円、売上債権の増加△

135百万円などによる資金減少があった結果であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ・フローは、２百万円（前中間連結会計期間６百万円）となりました。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローは、△255百万円（前中間連結会計期間△256百万円）となりました。これ

は、配当金の支払額△254百万円などによる結果であります。

(3) 会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の

分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

(4) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(5) 研究開発活動

　当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、42百万円であります。なお、当中間連結

会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

(6) 生産、受注及び販売の実績

当社グループの事業は、バリュー・ソリューションサービス事業単一でありますが、サービス分野別の生産、

受注及び販売の実績は、次のとおりであります。

 

①生産実績

（単位：百万円）

サービス分野別

当中間連結会計期間

(自　2024年４月１日

　至　2024年９月30日)

対前年中間期増減率

（％）

システム・ソリューションサービス 3,263 9.5

システム・メンテナンスサービス 5,625 △2.6

合計 8,887 1.6
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②受注実績

（単位：百万円）

サービス分野別

当中間連結会計期間
（自　2024年４月１日
至　2024年９月30日）

受注高
対前年中間期
増減率（％）

受注残高
対前年中間期
増減率（％）

システム・ソリューションサービス 3,432 11.9 1,393 27.8

システム・メンテナンスサービス 5,612 △0.4 2,058 14.2

合計 9,044 4.0 3,451 19.3

（注）受注高は「顧客契約管理規則」に基づき個別契約の締結時に計上しております。

 

③販売実績

（単位：百万円）

サービス分野別
当中間連結会計期間

（自　2024年４月１日
至　2024年９月30日）

対前年中間期増減率

（％）

システム・ソリューションサービス 3,232 10.5

システム・メンテナンスサービス 5,584 △2.7

合計 8,816 1.7

（注）前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割

合は次のとおりであります。

相手先

前中間連結会計期間
（自　2023年４月１日
至　2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2024年４月１日
至　2024年９月30日）

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

株式会社野村総合研究所 3,299 38.1 3,305 37.5
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また、業種別販売実績は次のとおりであります。

（単位：百万円）

業種別

当中間連結会計期間

（自　2024年４月１日

 　至　2024年９月30日)

対前年中間期増減率

（％）

金融

銀行 1,265 △1.3

証券 452 △18.1

保険 2,828 △0.7

クレジット 1,352 19.5

金融小計 5,898 1.4

非金融

公共 714 13.0

流通 511 △23.0

その他 1,693 8.7

非金融小計 2,919 2.3

合計 8,816 1.7

 

 

(7) 主要な設備

　当中間連結会計期間において、主要な設備に関し著しい変動はありません。また、新たに確定した主要な設備

の新設、休止、大規模改修、除却、売却等の計画はありません。

３【経営上の重要な契約等】

　当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 36,000,000

計 36,000,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発
行数（株）
（2024年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2024年11月７日）

上場金融商品取引所名ま
たは登録認可金融商品取
引業協会名

内容

普通株式 12,412,992 12,412,992
東京証券取引所

スタンダード市場

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式であ

り、単元株式数は100

株であります。

計 12,412,992 12,412,992 － －
 
 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増減
額（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

2024年４月１日～

2024年９月30日
－ 12,412,992 － 689 － 666
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（５）【大株主の状況】

  2024年９月30日現在

氏名または名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

ハイマックス社員持株会 横浜市西区みなとみらい２丁目３－５ 986 8.50

前田　眞也 横浜市金沢区 856 7.38

光通信株式会社 東京都豊島区西池袋１丁目４－10 855 7.37

株式会社前田計画研究所 東京都港区白金２丁目５-20-607 749 6.46

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社（信託口）
東京都港区赤坂１丁目８－１ 695 6.00

株式会社野村総合研究所 東京都千代田区大手町１丁目９－２ 570 4.91

山本　昌平 横浜市緑区 480 4.14

日本生命保険相互会社

 （常任代理人 日本マスター

トラスト信託銀行株式会社）

東京都千代田区丸の内１丁目６－６

（東京都港区赤坂１丁目８－１）
422 3.64

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内１丁目４－５ 372 3.21

富国生命保険相互会社

 （常任代理人 株式会社日本

カストディ銀行）

東京都千代田区内幸町２丁目２－２

（東京都中央区晴海１丁目８－12）
336 2.90

計 ― 6,326 54.57
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2024年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 820,600 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 11,480,400 114,804 －

単元未満株式 普通株式 111,992 － －

発行済株式総数  12,412,992 － －

総株主の議決権  － 114,804 －

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式99株が含まれております。

 

②【自己株式等】

    2024年９月30日現在

所有者の氏名または名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

株式会社ハイマックス
横浜市西区みなとみ

らい二丁目３番５号
820,600 － 820,600 6.61

計 ― 820,600 － 820,600 6.61

（注）当中間会計期間末日現在の自己名義所有株式数は、単元未満株式の買取り等により820,699株となります。

 

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当中間会計期間において、役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について

　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2024年４月１日から2024年９月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる期中レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 9,846 9,790

売掛金 2,430 2,473

契約資産 - 92

仕掛品 17 73

その他 74 122

流動資産合計 12,366 12,550

固定資産   

有形固定資産 87 82

無形固定資産 2 2

投資その他の資産   

その他 1,137 1,136

貸倒引当金 △2 △2

投資その他の資産合計 1,135 1,134

固定資産合計 1,224 1,217

資産合計 13,590 13,768

負債の部   

流動負債   

買掛金 679 714

未払法人税等 347 304

契約負債 18 12

賞与引当金 625 661

役員賞与引当金 25 24

その他 637 465

流動負債合計 2,332 2,180

固定負債   

退職給付に係る負債 313 312

その他 9 9

固定負債合計 323 321

負債合計 2,655 2,501

純資産の部   

株主資本   

資本金 689 689

資本剰余金 754 780

利益剰余金 9,892 10,192

自己株式 △422 △407

株主資本合計 10,913 11,253

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 6 5

退職給付に係る調整累計額 16 8

その他の包括利益累計額合計 22 13

純資産合計 10,935 11,266

負債純資産合計 13,590 13,768
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

売上高 8,668 8,816

売上原価 6,952 7,011

売上総利益 1,715 1,805

販売費及び一般管理費 ※ 1,012 ※ 1,002

営業利益 703 804

営業外収益   

雑収入 4 7

営業外収益合計 4 7

営業外費用   

雑損失 2 0

営業外費用合計 2 0

経常利益 705 811

税金等調整前中間純利益 705 811

法人税等 224 257

中間純利益 482 554

親会社株主に帰属する中間純利益 482 554

 

EDINET提出書類

株式会社ハイマックス(E05215)

半期報告書

12/20



【中間連結包括利益計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

中間純利益 482 554

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 1 △1

退職給付に係る調整額 11 △8

その他の包括利益合計 12 △9

中間包括利益 494 545

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 494 545

非支配株主に係る中間包括利益 - -
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 705 811

減価償却費 20 9

賞与引当金の増減額（△は減少） 18 36

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △15 △1

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 20 △13

受取利息及び受取配当金 △0 △0

売上債権の増減額（△は増加） △36 △135

棚卸資産の増減額（△は増加） △67 △55

仕入債務の増減額（△は減少） △3 35

その他 91 △187

小計 733 499

利息及び配当金の受取額 0 0

法人税等の支払額 △251 △301

営業活動によるキャッシュ・フロー 482 197

投資活動によるキャッシュ・フロー   

保険積立金の解約による収入 6 -

有形及び無形固定資産の取得による支出 △1 △3

定期預金の預入による支出 △1,150 △1,150

定期預金の払戻による収入 1,150 1,150

ゴルフ会員権の売却による収入 - 5

その他 - △0

投資活動によるキャッシュ・フロー 6 2

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △256 △254

財務活動によるキャッシュ・フロー △256 △255

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 232 △55

現金及び現金同等物の期首残高 7,324 8,096

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 7,555 ※ 8,040
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【注記事項】

（中間連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当中間連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用

後の実効税率を合理的に見積り、税引前中間純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（中間連結損益計算書関係）

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前中間連結会計期間
（自 2023年４月１日
　　至 2023年９月30日）

　当中間連結会計期間
（自 2024年４月１日
　　至 2024年９月30日）

従業員給与手当 300百万円 304百万円

役員賞与引当金繰入額 15 24

賞与引当金繰入額 92 90

退職給付費用 10 7

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記の

とおりであります。

 
前中間連結会計期間
（自 2023年４月１日
至 2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 2024年４月１日
至 2024年９月30日）

現金及び預金勘定 8,705百万円 9,790百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △1,150 △1,750

現金及び現金同等物 7,555 8,040
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

（1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年６月16日

定時株主総会
普通株式 256 22.0 2023年３月31日 2023年６月19日 利益剰余金

 

（2）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後とな

るもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年10月31日

取締役会
普通株式 251 21.5 2023年９月30日 2023年12月５日 利益剰余金

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

（1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年６月21日

定時株主総会
普通株式 254 22.0 2024年３月31日 2024年６月24日 利益剰余金

 

（2）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後とな

るもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年10月31日

取締役会
普通株式 255 22.0 2024年９月30日 2024年12月５日 利益剰余金

 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前中間連結会計期間（自　2023年４月１日 至　2023年９月30日）及び当中間連結会計期間（自　2024年４月

１日 至　2024年９月30日）

当社グループは、バリュー・ソリューションサービス事業の単一セグメントであるため、記載を省略してお

ります。

（金融商品関係）

当中間連結会計期間末（2024年９月30日）

著しい変動がないため記載を省略しております。

（有価証券関係）

当中間連結会計期間末（2024年９月30日）

著しい変動がないため記載を省略しております。

（デリバティブ取引関係）

当中間連結会計期間末（2024年９月30日）

該当事項はありません。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前中間連結会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

（単位：百万円）

 請負契約 準委任契約 その他 合計

バリュー・ソリューション

サービス事業
3,552 4,672 444 8,668

 

当中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

（単位：百万円）

 請負契約 準委任契約 その他 合計

バリュー・ソリューション

サービス事業
3,733 4,636 448 8,816

 

（１株当たり情報）

１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間
（自　2023年４月１日
至　2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2024年４月１日
至　2024年９月30日）

１株当たり中間純利益 41円37銭 47円86銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益

（百万円）
482 554

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間

純利益（百万円）
482 554

普通株式の期中平均株式数（株） 11,644,798 11,574,757

（注）　潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　2024年10月31日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）中間配当による配当金の総額・・・・・・・・255百万円

（ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・22円

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・2024年12月５日

　（注）　2024年９月30日現在の株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書
 

2024年11月７日

 

株 式 会 社 ハ イ マ ッ ク ス 

取 締 役 会 　御 中

 

有限責任監査法人ト　ー　マ　ツ

東 京 事 務 所
 

  

 指定有限責任社員
 
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 茂 木 浩 之  

 指定有限責任社員
 
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 齋 藤 　映  

       

　

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ハイ

マックスの2024年４月１日から2025年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2024年４月１日から2024年９月

30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、

中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、株式会社ハイマックス及び連結子会社の2024年９月30日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全て

の重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、

監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断し

ている。

 

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当

と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付

ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財

務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場

合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期

中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続で

きなくなる可能性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

いないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構

成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認め

られないかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人

の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 

 

 
　（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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